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また、都道府県、指定都市及び中核市における犬及び猫の引取り数は、平成16年度の年間約
42万頭から平成23年度は年間約22万頭と大幅に減少したが、殺処分率は約94％（平成16年度）
から約79％（平成23年度）への減少となっており、殺処分率の減少に向けた更なる取組が必要
である。なお、地方公共団体によっては、早くから引取り数を減少させる取組や返還・譲渡を
推進してきたことにより、平成23年度には平成16年度比で引取り数の半減や殺処分率の減少等
を達成した地方公共団体もあることを踏まえ、それぞれの実情に応じた取組を検討する必要が
ある。
|講ずべき施策
ア みだりな繁殖を防止するための不妊去勢措置の推進、安易な飼養の抑制等による終生飼
養の徹底、販売時における動物取扱業者からの説明・指導等が適切に行われるようにする
こと等により、平成35年度の都道府県、指定都市及び中核市における犬及び猫の引取り数
について、平成16年度比75％減となる概ね10万頭を目指す。また、法改正により地方公共
団体の努力義務として明文化された元の所有者等への返還又は飼養を希望する者への譲渡
等について、インターネット等を活用しながら進めることによりその殺処分率の更なる減
少を図ること。
イ 動物が命あるものであることを踏まえた適正な飼養方法及び虐待の具体的事例が動物愛
護管理法に明記されたこと並びに愛護動物の殺傷、虐待等について罰則が強化されたこと
の周知徹底等を図るとともに、警察との連携をより一層推進することにより、遺棄及び虐
待の防止を図ること。

第 ２ の ２ ^ { 中 「起因して 」 を 「より 」 に 、「支援 」 を 「更なる支援 」 に 、「また、平成17年６月に動
物愛護管理法の改正が行われ、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれが高い特定動物について
は、地方公共団体の必要に応じた条例による飼養許可制から法による全国一律の飼養許可制とされた
ところである 」 を 「また、許可を受けて飼養されていた特定動物による人の殺傷事案が発生しており、
より厳格な法令遵守が求められている 」 に 改 め る 。

第 ２ の ２ ^ | を 次 の よ う に 改 め る 。

|講ずべき施策
ア 住宅密集地等において飼い主のいない猫に不妊去勢手術を施して地域住民の十分な理解
の下に管理する地域猫対策について、地域の実情を踏まえた計画づくり等への支援を含め、
飼い主のいない猫を生み出さないための取組を推進し、猫の引取り数削減の推進を図るこ
と。
イ 特定動物を販売する動物取扱業者に対し、販売先の飼養保管許可の有無について確認す
るだけではなく、飼養保管方法等に関する適切な説明を実施するよう指導すること。
ウ 特定動物に関連する法令遵守のため、国は、指導マニュアルの策定等を通じて、地方公
共団体が専門知識を持った人材を育成できるよう支援すること。

第 ２ の ２ _ { 中 「ねこ 」 を 「猫 」 に 、「平成15年度現在、約25％にとどまっている 」 を 「平成22年度
の世論調査では、犬が約36％、猫が約20％にとどまっていた 」 に 改 め 、「迷子になった 」 の 下 に 「動物
や非常災害時に逸走した 」 を 、「実施率の 」 の 下 に 「更なる 」 を 加 え る 。

第 ２ の ２ _ | ア 中 「を行う 」 を 「や研究開発の促進を図ること 」 に 、「ねこ 」 を 「猫 」 に 改 め 、「図る
こと。」 の 下 に 「特に、マイクロチップの普及を推進すること。」 を 加 え 、 同 イ 中 「関係省庁 」 を 「国は、
関係省庁 」 に 、「整備、」 を 「早急な整備、」 に 、「図ること 」 を 「図ること等を推進するとともに、マイク
ロチップの安全性等に係る知見の蓄積も含め、販売される犬猫へのマイクロチップ装着の義務化に向
けた検討を行うこと 」 に 改 め る 。

第 ２ の ２ ` { を 次 の よ う に 改 め る 。

{現状と課題
飼養管理が不適切な繁殖業者が依然として見られるなど、動物取扱業者による不適正飼養の
実態があることから、動物取扱業の適正化に対する国民の要望も高く、平成24年の動物愛護管
理法改正では動物取扱業者に対する規制が強化された。平成18年６月に施行された登録制度の
遵守に加え、平成24年改正の趣旨を踏まえて、動物取扱業のより一層の適正化を図るため、新
たな制度の着実な運用を図る必要がある。

第 ２ の ２ ` | ア を 次 の よ う に 改 め る 。

ア 登録制度の遵守を引き続き推進するとともに、犬猫等販売業に係る特例、幼齢の犬猫の
販売のための引渡し・展示の禁止、現物確認・対面説明義務、第二種動物取扱業者の届出
制度等、新たな規制の着実な運用を図ること。

第 ２ の ２ ` | ウ を 次 の よ う に 改 め る 。

ウ 国は、地方公共団体が動物取扱業者に対する監視指導をより強化することができるよう、
その支援策を検討すること。

第 ２ の ２ a | ア 中 「周知が、」 の 下 に 「当該基準の解説書の作成等を通して 」 を 加 え 、「すること 」 を

「するとともに、実験動物に関する国際的な規制の動向や科学的知見に関する情報を収集すること 」

に 改 め 、 同 イ 中 「について 」 の 下 に「、緊急時に対応するための計画作成状況も含め、」 を 加 え る 。

第 ２ の ２ b { を 次 の よ う に 改 め る 。

{現状と課題
動物の愛護及び管理の観点に配慮した産業動物の適正な取扱いについて、環境省が平成24年
に実施した一般市民を対象としたアンケートでは、アニマルウェルフェアの認知度は２割以下
に留まっている。また、国際獣疫事務局（ＯＩＥ）では、現在、畜種ごとの飼養基準について
検討が行われているところである。このような国際的な動向、関係法令等との整合性、我が国
の実情等を踏まえ、我が国では各畜種について、民間の取組により「アニマルウェルフェアの
考え方に対応した家畜の飼養管理指針」が既に作成されているところであり、その普及啓発を
進めていく必要がある。

第 ２ の ２ b | ア 中 「国は、」 の 下 に 「国際的な動向も踏まえながら、」 を 加 え 、 同 イ の 次 に 次 の よ う に

加 え る 。

ウ 災害時における産業動物の取扱いについても、情報共有を図りつつ、関係省庁が協力し
て検討すること。

第 ２ の ２ c { 中 「行われてきている。今後とも引き続き 」 を 「行われてきているが、東日本大震災
等の緊急災害時には、一部で関係機関等の連携が十分でない事例が見られた。今後は、」 に 、「迅速に行
われるようにするための 」 を 「迅速・安全かつ適切に行われるようにするため、地域性・災害の種類
に応じた準備 」 に 改 め る 。

第 ２ の ２ c | ア を 次 の よ う に 改 め る 。

ア 動物愛護管理推進計画に加えて、地域防災計画においても動物の取扱い等に関する位置
付けを明確化すること等を通じて、所有者（飼い主）責任を基本とした同行避難及び避難
時の動物の飼養管理並びに放浪動物等の救護等、地域の実情や災害の種類に応じた対策を
適切に行うことができるよう体制の整備を図ること。また、関係省庁は、その体制の整備
に向けた調整を図ること。

第 ２ の ２ c | イ の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

ウ 災害時に民間団体と協力する仕組みや、地方公共団体間で広域的に対応する体制の整備
を推進すること。

第 ２ の ２ d { 中 「平成15年度末現在 」 を 「平成15年度末には 」 に 、「にとどまっているなど 」 を 「で
あったところ、平成23年度末には、108地方公共団体中60地方公共団体、約2900人へ増加したが 」 に

改 め 、「整備は 」 の 下 に 「まだ 」 を 、「育成等を 」 の 下 に 「更に 」 を 加 え る 。

第 ２ の ２ d | ア 中 「動物愛護管理行政 」 を 「国は、動物愛護管理行政 」 に 改 め 、 同 イ 中 「推進する
こと 」 を 「推進するとともに、被災動物への対応、不適正飼養等の事案への対応等、動物愛護推進員
制度が十分に機能するよう、国は地方公共団体に対して情報提供や技術的助言を着実に実施すること 」

に 改 め 、 同 ウ 中 「国 」 を 「適正飼養に関する専門的知識及び技能等を保持する人材をより活用してい
くため、人材情報を関係者間で共有する仕組みを検討する等、国 」 に 改 め る 。
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